
神奈川県ＮＰＯ協働推進課 

杉野 信一郎 

 

基本情報フォーマットに定款事業を記載する必要性について 

 

 

事業は、定款に記載することが義務付けられており、登記により公示されること

で、市民に公開されるべきものとされている。 

ＮＰＯ法人は、定款に定められた事業を行うことが認められたものであり、市民

が法人を評価するに当たっては、その事業内容が把握できるとともに、法人が定款

に沿った事業を行っているか、確認できる仕組みが必要である。 

こうした市民の評価に資するため、また、法人の適正な運営に資するため、基本

情報フォーマットに定款事業を記載すべきと考える。 

 

１ 市民の評価に資するため 

・ 定款上の事業名、その事業の概要が記載されていれば、法人の活動が明らか

となり、市民が寄附を行う際の判断に資することができる。さらに、事業ごと

の事業費が分かれば、その事業の規模をイメージしやすくなる。 

・ 法人と取引を行う者にとっても、定款上の事業が明らかにされていれば、法

人の理事等の活動が、法人の事業のために行っているものであることが分かり、

取引をしやすくなる。 

・ 定款上の事業名、事業の概要、事業費が記載されていれば、法人が定款に沿

った事業を行っているか、市民が確認することができる。 

 

２ 法人の適正な運営に資するため 

・ 法人が、定款外の事業を行った場合、法人の財産を費消することとなり法人

に損害を与えるほか、取引先等と法人の関係も不安定なものとなる。そうした

ことから、理事をはじめ法人関係者は、常に定款の目的、事業を意識した適正

な法人運営が求められている。 

・ 法人自らが、毎年度、基本情報フォーマットに事業名、事業の概要、事業費

を入力することにより、定款の事業別に実施状況を確認することができ、定款

に沿った事業実施を担保することができる。 

 

（以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考】 
〈民法〉 
（法人の能力） 
第三十四条 法人は、法令の規定に従い、定款その他の基本約款で定められた目的の範
囲内において、権利を有し、義務を負う。 

 
〈特定非営利活動促進法〉 
（登記） 
第七条 特定非営利活動法人は、政令で定めるところにより、登記しなければならない。 
２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、これをも
って第三者に対抗することができない。 

（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の準用） 
第八条 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成十八年法律第四十八号）第
七十八条の規定は、特定非営利活動法人について準用する。 

（定款） 
第十一条 特定非営利活動法人の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 
一 目的 
二 名称 
三 その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 
四 主たる事務所及びその他の事務所の所在地 
五から十（略） 
十一 その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項 
十二から十四（略） 

２から３（略） 
 

〈一般社団法人及び一般財団法人に関する法律〉 
（代表者の行為についての損害賠償責任） 
第七十八条 一般社団法人は、代表理事その他の代表者がその職務を行うについて第三
者に加えた損害を賠償する責任を負う。 

 
〈組合等登記令〉 
（設立の登記） 
第二条 組合等の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、設立の認可、出
資の払込みその他設立に必要な手続が終了した日から二週間以内にしなければならな
い。 

２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 
一 目的及び業務 
二 名称 
三 事務所の所在場所 
四～五 （略） 

 
〈「登記」の定義〉（「法令用語辞典」（学陽書房）から抜粋） 
一定の事項を広く公示するために、登記所に備える公簿（登記簿）に記載することを

いう。…実質的には、それが主として権利の保護、取引の安全を図るために行われる点
において、…登録と異なる。 
登記の効果としては、登記をもって、一定の事項を第三者に対して主張し得るための

要件（対抗要件）としているものと、進んで一定の事項の効力発生要件としているもの
とがある。…民法法人の設立登記は前者の例であり、会社の設立登記は後者の例である。 

 



パブコメ事例 

Ｎ Ｐ Ｏ 法 人 基 本 情 報 フ ォ ー マ ッ ト （ Ｎ Ｐ Ｏ に よ る 入 力 ）  

報告年月日*：平成22年１月６日 

報告者氏名*：○○ ○○    

（当該法人における役職*：○○） 

 

■ 法人・団体名称 * 

■ 所轄庁* 

■ 主たる事務所の所在地 * 

■ 従たる事務所の所在地 * 

■ 代表者氏名 * 

■ 法人認証年月日*                   

■ 定款に記載された目的 * 

 

 

■ 活動分野 *      □保健･医療･福祉 □社会教育 □まちづくり 
           □学術･文化･芸術･スポーツ □環境の保全 □災害救援 
           □地域安全 □人権･平和 □国際協力 
           □男女共同参画社会 □子どもの健全育成 □情報化社会 
           □科学技術の振興 □経済活動の活性化 □職業能力･雇用機会 
           □消費者の保護 □連絡･助言･援助 

■ 閲覧書類         

 事業報告書 財産目録 貸借対照表 収支計算書

平成19年度 － － － － 

平成20年度 ○ ○ ○ ○ 

平成21年度 － － － － 

 

■ 公開用電話番号 ■ ファクス 

■ ホームページ： http://www.xxx.or.jp/ メールアドレス  xxxx@xxx.xxx.or.jp  

■ 認定（認定ＮＰＯ法人の場合は、以下の項目も入力） 

 認定年月日      

 □相対値認定 □絶対値基準認定 □条例指定 □仮認定 

この法人は、地域で生活するすべての人に対して、子育て支援、高齢
者生活支援、環境教育、及び社会教育に関する事業を行い、異世代が
お互いに認め合い相互理解と交流を深め、協力して活性化する社会の
実現を目的とする。 

✓

(案) 

特定非営利活動法人 ●●●● 

神奈川県 

横浜市戸塚区●●町●丁目●番地●号 

●●●● 

なし 

999-999-9999 999-999-9999 

999-999-9999 

2009/03/26 2009年３月19日 

✓ ✓ ✓

✓

✓

１ 組織情報 

（*:必須入力事項） 



パブコメ事例

２　財務情報

■　事業年度（直近の決算） 平成20年度

■　特定非営利活動の収支

収入内訳

収入総額 700,000 会費 0

支出総額 686,504 寄附金 0

事業費合計 660,000 民間助成金 0

人件費 0 公的補助金 0

管理費合計 26,504 自主事業収入 0

人件費 0 介護事業収入 0

収支差額 13,496 受託事業収入 0

公的受託収入 0

その他収入 700,000

■　特定非営利活動の貸借対照表

資産合計 13,496 負債及び正味財産合計 13,496

流動資産合計 13,496 負債合計 700,000
現預金 13,496 流動負債合計 700,000

固定負債合計 0

固定資産合計 0 正味財産合計 △686,504

■　その他事業の収支

収入総額 0

支出総額 0

事業費合計 0

人件費 0

管理費合計 0

人件費 0

収支差額 0

■　監査の実施 □監事監査 □公認会計士の監査 □会計法人の監査

■　会計基準の導入　□ＮＰＯ法人会計基準　□その他（その会計基準名）



神奈川県ＮＰＯ協働推進課 杉野信一郎 

ＮＰＯ法人基本情報フォーマット（ＮＰＯによる入力）  

報告年月日*：平成22年１月６日 

 

■ 法人・団体名称 *     特定非営利活動法人 ●●●●             
 

■ 所轄庁*          神奈川県（権限移譲により横浜市）           
 

■ 主たる事務所の所在地 *  横浜市戸塚区●●町●丁目●番地●号          
 

■ 従たる事務所の所在地 *  なし                        
 

■ 代表者氏名 *       ●●●●  
 

■ 設立登記年月日*       2009年３月26日   ■ 変更登記年月日（最新）*   変更なし    
 

■ 定款に記載された目的 * 

 

 

■ 活動分野 *       □保健･医療･福祉 □社会教育 □まちづくり 

              □学術･文化･芸術･スポーツ □環境の保全 □災害救援 

              □地域安全 □人権･平和 □国際協力 

              □男女共同参画社会 □子どもの健全育成 □情報化社会 

              □科学技術の振興 □経済活動の活性化 □職業能力･雇用機会 

              □消費者の保護 □連絡･助言･援助 
 

■ 定款に記載された事業 * （１）特定非営利活動に係る事業 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

              （２）その他の事業 

 

 

■ 会員数*          社員総数  99 名   その他の会員  99 名 
 

■ 事務局体制       有給常勤  99 名 有給非常勤  99 名 無給常勤  99 名 無給非常勤  99 名 
 

■ 公開用電話番号      999-999-9999     ■ ファクス   999-999-9999  
 
 

■ ホームページ： http://www.xxx.or.jp/     ■ メールアドレス xxxx@xxx.xxx.or.jp  
 

 

■ 認定（認定ＮＰＯ法人の場合は、以下の項目も入力） 
 

 

  認定年月日  9999年99月99日   有効期間  9999年99月99日 ～ 9999年99月99日 まで 
 

 

認定の要件[□相対値認定 □絶対値基準認定 □条例指定 □仮認定 ] 
 

■ 閲覧書類    定款 

 

 

 

 

 

 事業報告書 財産目録 貸借対照表 収支計算書

平成19年度 － － － － 

平成20年度 ○ ○ ○ ○ 

平成21年度 － － － － 

この法人は、地域で生活するすべての人に対して、子育て支援、高齢者
生活支援、環境教育、及び社会教育に関する事業を行い、異世代がお互
いに認め合い相互理解と交流を深め、協力して活性化する社会の実現を
目的とする。 

✓

(案) 

①小学校の放課後児童支援事業 
②乳幼児から未就学児を対象にした地域子育て支援事業 
③青少年の健全な居場所づくり事業 
④環境教育事業 
⑤リサイクル商品等の物販事業 
⑥高齢者生活支援事業 
⑦シニア世代のキャリア能力活用事業 
⑧上記活動普及に関する他団体との交流、連携及び各種協働事業 

①広告事業 

✓ ✓ ✓

✓

✓

（*:必須入力事項） １ 組織情報 



２　財務情報

■　事業年度（直近の決算） 平成20年度 （平成21年3月26日～平成21年9月30日）

■　特定非営利活動に係る事業に関するもの
　　●当期収支

当期収入合計 700,000 当期支出合計 686,504
入会金・会費 0 事業費 660,000

うち社員 0 児童支援事業 660,000
0 0
0 0
0 管理費 26,504
0 備品消耗品 13,418

700,000 雑費 13,086

0 0

0 0

　　●事業支出（事業費の大きいもの上位5つまで）

分野* 事業費*

1
11

子どもの健全育成 550,000

2
11

子どもの健全育成 100,000

3
11

子どもの健全育成 10,000

4 0

5 0

　　●貸借対照表

資産合計 13,496 負債及び正味財産合計 13,496
流動資産合計 13,496 負債合計 700,000

現預金 13,496 流動負債合計 700,000
固定負債合計 0

固定資産合計 0 正味財産合計 △686,504

■　その他の事業に関するもの
　　●当期収支

当期収入合計 0 当期支出合計 0
事業費 0
管理費 0

0

■　監査の実施 □監事監査 □公認会計士の監査 □会計法人の監査

事業収入

上記以外

内
訳

内
訳

その他の事業会計
からの繰入金収入

公的補助金
民間助成金
寄附金

借入金

①小学校の放課後児童
支援事業

宇宙服レプリカ着用体験と宇宙
食の試食など。

20年度は実施せず

20年度は実施せず

■　会計基準の導入　□ＮＰＯ法人会計基準　□その他（その会計基準名）

内
訳 特定非営利活動に係る

事業会計への繰入金支出

①小学校の放課後児童
支援事業

ペットボトルロケットの工作と
発射体験

定款上の事業名* 事業の概要*

①小学校の放課後児童
支援事業

横浜市内の小学生に、カブトム
シの幼虫と堆肥を寄付

法で定められた場合の基準
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